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（別紙） 

１．はじめに 

■ＮＴＴ東・西のＮＧＮは、公社時代からの顧客基盤と独占的なアクセス網を温存し、それら

を市場支配力の源泉として、将来に亘ってＮＴＴ東・西が市場を独占することを前提とした

網であると言えます。なぜならＮＧＮはＮＴＴ東・西のＦＴＴＨサービス以外のアクセス網を

利用できる仕組みがなく、７割以上の独占的な市場シェアを持ち現在もシェアを伸ばして

いるＦＴＴＨサービスと一体で構築されているからです。これはＮＴＴ再編成の趣旨に反し、

ＮＴＴ独占へと逆行する動きです。 

 

■ＦＴＴＨサービスの独占性を考慮すれば、本来ＮＧＮはＦＴＴＨサービスと分離して構築さ

れる必要がありますが、現実にはそのような提供形態にはなっていません。その結果、お

客様にはＮＴＴ東・西のＮＧＮ以外に選択の余地がなく、ＩＳＰ各社もＮＴＴ東・西のＮＧＮと

接続せざるを得ない構造になっています。本来、アクセス網とアクセスより上位の網が互い

に独立しており、お客様が多様なアクセス網を用いて、自由にインターネットやＮＧＮを選

択可能な環境があるべき姿であると考えます。 

 

■ＮＴＴ東・西ひいてはＮＴＴグループが、ＦＴＴＨサービスにおける市場支配力を梃子に、Ｆ

ＴＴＨアクセスより上位にあるＩＰトランスポート網等の通信レイヤー、さらにはコンテンツ等の

上位レイヤーについて独占を進めたり、将来の主流となりＩＰｖ４アドレス枯渇問題の恒久的

な解決策と目されているＩＰｖ６接続サービスを、独占的なＦＴＴＨサービスと一体で構築さ

れるＮＧＮサービスの一品目としてのみ提供したりすれば、事業者間の競争がなくなり、お

客様にはＮＴＴグループ以外のサービスの選択肢はなくなります。上記に述べたように、本

来あるべき姿でＮＧＮが構築されなければ、お客様目線のサービスが提供されることもなく

なり、サービス改善・高度化の阻害といったお客様利便の低下にもつながります。 

 

■ＮＴＴ東・西は、ＮＧＮをアクセス網からインターネットへ直接接続させない構造とした上で、

ＩＰｖ６におけるインターネットへの接続方法を確立しないままＮＴＴ東・西網内サービスを先

行して提供し、今回のＩＰｖ６マルチプレフィックス問題を惹き起こしました。結果としてトンネ

ル方式・ネイティブ方式のいずれでも追加コストが必要となっています。 

 このように、競争環境を意識せず、独占を前提とした考え方で構築されたＮＴＴ東・西のＮ

ＧＮが、最終的にはお客様にメリットをもたらしていないことに留意しておくべきです。 

 

■従って、地域電気通信業務を本来業務とするＮＴＴ東・西が、活用業務といった例外的な

対応で、アクセス網と括り付けてＮＧＮを提供するのではなく、お客様の選択肢を確保する

ため、ＮＴＴの組織形態を見直し、FTTH アクセスとＩＰトランスポート網を分離してＮＧＮを

構築し直した上でＩＰｖ６を提供していくことを検討する等、抜本的な議論をする必要がある

と考えます。 
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■早ければ平成２３年初頭と言われるＩＰｖ４アドレス枯渇予想時期までにＩＰｖ６対応を間に合

わせることは大前提ですが、本来、前述のようにＮＴＴ東・西のＮＧＮの在り方そのものにつ

いての議論を深めるべきです。 

 

■ＮＴＴの組織形態の見直しを議論するにあたっては、ＮＴＴ東・西が構築したＮＧＮの現状

を所与の条件とすべきではありません。将来に亘って健全で公正な競争により、お客様に

最大の利益をもたらす日本の理想の次世代ネットワークとはどうあるべきかを議論すること

をスタートとすべきと考えます。 

 

２．活用業務等の手続きについて 

■ＩＰｖ４アドレス枯渇問題の恒久的な解決策としてＩＰｖ６対応を進めることは重要ですが、今

回接続約款の変更認可申請において提示された接続方式が、認可済みの平成１９年１０

月２５日のＮＴＴ東・西の活用業務（「次世代ネットワークを利用したフレッツサービスの県間

役務提供・料金設定」等。以下「ＮＧＮ活用業務」といいます。）に該当するか否かの判断

は慎重に行われるべきであり、明らかに認可済みであると事前に行政当局から判断が下さ

れるものを除いては、新たな活用業務の認可申請が必要であると考えます。 

 

■ＮＧＮ活用業務は、技術的条件や業務範囲等について解釈の余地（例えば、ＩＰｖ４とＩＰｖ６、

トンネル方式とネイティブ方式等に関する扱いについて言及されていない等）を残した曖

昧な内容で認可されていますが、認可済みのＮＧＮ活用業務をもって、ＩＰｖ６についても提

供可能であると包括的に解釈することは認められるべきではありません。実際、プロトコル

がＩＰｖ４からＩＰｖ６に変わることによってマルチプレフィックス問題が発生することになるため、

改めて審査し直すことが必要です。 

 

■ＮＴＴ東・西は、２００９年６月３日の説明会において、ネイティブ接続事業者は、ＮＴＴ東・

西それぞれ一箇所の相互接続点（ＰＯＩ）で接続し、ＮＴＴ東・西の広域接続（活用業務）を

利用することが前提であるとされていますが、本来ＰＯＩを各県に設けることが必須であると

考えます。また、トンネル方式についても、ＰＯＩが各県に設けられているものの、広域接続

の場合は活用業務の利用が前提とされています。 

 ＮＴＴ東・西の本来業務が地域電気通信業務であることから考えれば、活用業務といった

例外的な対応を前提とする接続形態は不適当であり、ＩＳＰ事業者との標準的な接続形態

として認めるべきではありません。 

 

■新たな活用業務の認可申請が行われる前に接続約款が変更されることは、活用業務の審

査を棚上げしたまま、新たな接続方式の実現に向けて進むこととなるため、手続き上著しく

不適当であると考えます。 
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３．国際的な標準化動向との整合について 

■ＩＰｖ４枯渇予想時期までにＩＰｖ６対応を間に合わせるため、トンネル方式およびネイティブ

方式が、それぞれ技術的要件について不確定要素を残しながらも一旦申請案のとおりで

整理されたものと理解していますが、ＮＧＮ活用業務の認可条件において「なお、次世代

ネットワークに係る技術的要件については、可能な限り国際的な標準化動向と整合的なも

のとなるよう努めるとともに・・・」と示されているとおり、今後の国際的な標準化動向との整合

について解決を図ることが必要であると考えます。 

 

４．ＩＰｖ６マルチプレフィックス問題について 

■ＩＰｖ４アドレス枯渇予想時期までにＩＰｖ６対応を間に合わせるため、ＮＴＴ東・西のＮＧＮに

おけるＩＰｖ６マルチプレフィックス問題を解消することは必要ですが、接続約款の変更案に

関する各論に入る前に、ＩＰｖ６マルチプレフィックス問題の本質を明らかにしておくことが必

要であると考えます。当社は、以下が問題の本質であると考えます。 

 

（１）ＮＴＴ東・西のＮＧＮ網内サービスへのＩＰｖ６グローバルアドレス使用 

・ＮＧＮ活用業務の申請においては、提供予定のサービスの種類は「Ｂフレッツ相当の光ブ

ロードバンドサービスに対応したＩＳＰ接続」とされており、従来のＢフレッツにおけるＩＳＰと

ＮＴＴ東・西との関係を継続するような説明がなされています。 

 

・従来、Ｂフレッツ（地域ＩＰ網）では、ＩＳＰがインターネット接続のためのＩＰｖ４グローバルア

ドレスを払い出しており、ＮＴＴ東・西は、ＩＳＰのインターネット接続に影響を与えずに地域

ＩＰ網内サービスを提供してきました。ＮＴＴ東・西の本来業務が地域電気通信業務であり、

かつＮＧＮが閉域網であることを考えれば、ＩＰｖ６についてもＩＳＰの払い出すＩＰｖ６グロー

バルアドレスによるインターネット接続に影響を与えずにＮＧＮ網内サービスが提供される

べきです。 

 

・しかしながらＮＴＴ東・西は、自らがＩＰｖ６グローバルアドレスを使用してＮＧＮ網内サービ

スを提供し、ＩＰｖ６マルチプレフィックス問題を発生させました。これは、ＮＴＴ東・西が惹き

起こした問題であり、ＮＴＴ東・西が自らの責任において主体的に解消すべき問題です。

従って、問題の解消に係る費用等は全てＮＴＴ東・西が負担すべきであると考えます。 

 

（２）ＮＧＮ活用業務の認可におけるＩＰｖ６マルチプレフィックス問題の先送り 

・ＮＧＮ活用業務の認可においては、「・・・なお、次世代ネットワークに係る技術的要件に

ついては、可能な限り国際的な標準化動向と整合的なものとなるよう努めるとともに、ＩＰｖ４

からＩＰｖ６への移行に伴う諸課題について、ＩＳＰ事業者等との積極的な協議を行うこと。」

との条件が付されましたが、そもそもＩＰｖ４からＩＰｖ６への移行に伴う諸課題が解決されな
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いまま、ＮＧＮ活用業務が認可されるべきではありませんでした。 

 

・また、ボトルネック設備を持つが故に優位な立場にあるＮＴＴ東・西とＩＳＰとの民－民の協

議に委ね、ＩＰｖ６マルチプレフィックス問題の解決を図ろうとすることにも無理があったと考

えます。 

 ＩＳＰは、アクセスを独占するＮＴＴ東・西のＮＧＮと接続せざるを得ない立場にある上、Ｎ

ＴＴ東・西での検討結果を検証することが実質不可能である等、情報力にも差があるため、

対等な協議ができません。実際に協議は平行線を辿り、２００９年２月６日のＩＳＰ事業者向

け説明会においても、ＮＴＴ東・西は、ＮＧＮのＩＰｖ６インターネット接続を実現するために

必要な費用は、各接続方式を選択したＩＳＰに全額費用負担を求めると主張していました。 

 接続約款変更の認可申請の段階に至り、ＩＳＰの費用負担範囲は見直されましたが、ＩＰ

ｖ４枯渇時期が差し迫っているにもかかわらず、多くの時間が浪費されたことは誠に遺憾

です。 

 

５．トンネル方式について 

■ＩＰｖ４とＩＰｖ６とでトンネルを分けて二重に設備を構築することの合理性については、未だ

客観的に検証されていません。 

 ＮＴＴ東・西は、ＩＰｖ６用集約装置およびＩＰｖ６用網終端装置等の設置に係るコストやＩＰｖ

４用網集約装置等の利用中止に係るコストをＩＳＰに請求することとしていますが、これらの

費用を一方的にＩＳＰだけが負担することは公平性を欠くため、ＩＳＰとＮＴＴ東・西とで応分

の負担をすべきであると考えます。 

 

６．ネイティブ方式について 

■ネイティブ方式には以下のような問題があるため、これらの解消が必要であると考えます。 

 

（１）ＮＴＴグループ会社がネイティブ接続事業者になることについて 

・ＮＴＴ東・西自身がＩＳＰ事業を行うことはＮＴＴ法の趣旨に反するものであり、仮に活用業

務の認可申請が行われたとしても、ＮＴＴの組織形態を見直し、アクセスとコアＩＰ網を分離

してＮＧＮを構築し直さない限り公正な競争環境が担保されないため、絶対に認められる

べきではありません。 

 

・ＮＴＴ東・西の子会社がネイティブ接続事業者となることは、本来必要な活用業務認可手

続きを経ず、脱法的にＮＴＴ東・西自身がＩＳＰ事業を行うことと同義となります。従って、 

ＮＴＴ東・西の子会社はネイティブ接続事業者となる資格を持たないものとして扱うべきで

あると考えます。 

 

・また、ＮＴＴ東・西の子会社でなくとも、ＮＴＴ東・西の特定関係事業者であるＮＴＴコムや、
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ＮＴＴ持株会社傘下の事業者がネイティブ接続事業者になることは、一体的な営業等を

禁じたＮＴＴ再編成の趣旨に反し、ＮＴＴグループの市場支配力を強化するものであるた

め、決して認められるべきではありません。 

 

（２）ネイティブ接続事業者数の上限について 

・トンネル接続とネイティブ接続の双方が接続約款上に規定されるとしても、ネイティブ接続

の接続事業者数が制限されてよい理由にはならないと考えます。 

 例えば、トンネル接続よりネイティブ接続の方がＩＳＰの負担する総コストが格段に低くな

ると仮定した場合、ＩＳＰはネイティブ接続を利用する以外に選択肢がなくなるため、ＩＰｖ６

によるインターネット接続サービスを一部の事業者しか提供できない状況が発生します。 

 

・ネイティブ接続においては、接続事業者数が当面最大３社までとされていますが、これは

合理的な理由がない限り、電気通信事業法第３０条（禁止行為等）、第３２条（電気通信回

線設備との接続）等で禁止する差別的な取り扱いや接続拒否に該当するおそれがあると

考えます。 

 

・しかしながら、ＮＴＴ東・西からは、ネイティブ接続事業者が３社までである理由について、

「中継ルータの処理能力に制約がある」「ひかり電話等のＱｏＳサービスの品質劣化を回

避するため」等といった定性的な説明がなされているにすぎません。ネイティブ接続事業

者が４社以上の場合に必要となる具体的な費用や期間、サービス品質にかかる数値等を

定量的に示した合理的な説明が行われる必要があると考えます。また、その説明が真に

合理的なものであるか否か、審議会において十分な議論が尽くされる必要があると考えま

す。 

 

（３）ネイティブ接続事業者の選定手続・基準について 

・ネイティブ接続事業者（候補）は、自身に申し込まれたＩＳＰのユーザー数の合計を用いて

選定されるとのことですが、以下のような問題が懸念されることから、公平性・公正性を担

保するためには、これらを解消する選定手続・基準が確立される必要があると考えます。 

 

① ＩＳＰが複数のネイティブ接続事業者（候補）に申し込んだ場合、ユーザー数が重複し

てカウントされる。 

② ５万人以下のユーザー数を持つＩＳＰの場合、電気通信事業報告規則の報告対象外

であるため、専らＩＳＰの自己申告に頼ることとなり正確なユーザー数を把握できない。 

③ ネイティブ接続事業者（候補）がＩＳＰから受付けた申込みの拘束力等が統一されてい

ないため、ネイティブ接続事業者（候補）間でＩＳＰの集め易さに不公平が生じる。 

④ ＮＴＴグループの事業者がネイティブ接続事業者（候補）として手を挙げた場合、ＩＳＰ

に対する優越的地位を考慮すると、ＮＴＴグループと資本関係にない他のネイティブ接

続事業者（候補）との公平性が担保されない。 
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（４）網内折返し機能を用いたＮＴＴ東・西の閉域網内サービスについて 

・申請概要において、「ネイティブ接続機能は、ＮＴＴ東・西が、網内折返し機能として利用

し閉域網内サービスを提供することが可能であり、ＮＴＴ東・西自身が一部費用を按分し

て負担する」と説明されておりますが、当該サービスは現時点では存在しないものであり、

ＮＴＴ東・西が料金設定をして提供をしようとする際には、少なくともＮＧＮを用いた新たな

サービスとして活用業務の認可が必要になるものと考えられます。 

 

・それにもかかわらず、まだ活用業務の認可申請すらされていない段階で、当該サービス

が提供されることを前提として接続約款の変更認可申請がなされることは、手続き上甚だ

不適切であると考えます。 

 

・従って、今回の接続約款の変更認可申請においては、当該サービスの提供を認めるべき

ではなく、ネイティブ接続をＮＴＴ東・西は利用できないことを接続約款に明記すべきです。

具体的な接続約款変更（案）の修正案は次のとおりです。 

 

＜接続約款変更（案：現行）＞ 

第２２条 ・・・ネイティブ方式による接続（インターネット接続サービスを提供する協定事業

者がＩＰ通信網との接続をＩＰｖ６アドレスにより行うものに限ります。以下「ネイティブ接

続」といいます。）・・・ 

 

＜接続約款変更（案：修正案）＞ 

第２２条 ・・・ネイティブ方式による接続（インターネット接続サービスを提供する協定事業

者がＩＰ通信網との接続をＩＰｖ６アドレスにより行うものに限ります。以下「ネイティブ接

続」といいます。なお、当社及び西(東)日本電信電話株式会社は、ネイティブ接続を利

用しないものとします。）・・・ 

 

７．新たな接続に係る接続約款変更の扱いについて 

■新たな接続方式について接続約款の変更が必要となる場合は、軽微な変更ではなく諮問

事項として扱い、その都度パブリックコメントが募集されるべきであると考えます。 

 

■今回の接続約款の変更認可申請（案）において、「ネイティブ方式」という用語は、「ＩＰ通信

網内における通信方式のうちトンネル方式以外の方式」という広義に解釈可能な定義がな

されています。 

 

■「ネイティブ方式」という用語が広義に解釈可能であることにより、活用業務「地域ＩＰ網経由

のエンドユーザ間ＩＰｖ６通信に係る料金設定（以下「ＮＴＴ東・西間ＩＰｖ６通信活用業務」と

いいます。）」※のように、接続約款の規定内容を拡大解釈した新たなＮＴＴ東・西のサービ
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スが開始されてしまうおそれがあると考えます。 

 

■例えば、ＮＴＴ東・西が一部事業者とネイティブ方式でのＩＰｖ４インターネット接続について

協議を進め、協議がまとまり次第接続約款を変更する等の場合に、ＮＴＴ東・西間ＩＰｖ６通

信活用業務のように、接続約款の変更が軽微な変更として処理され、パブリックコメントを

経ずに、ネイティブ方式でのＩＰｖ４インターネット接続という新たな接続方式でサービスが開

始されてしまう可能性があります。 

 

■従って、ネイティブ方式については今回、ＩＰｖ６に限定した解釈しかできないように定義し

直すべきです。 

 

※ＮＴＴ東・西間ＩＰｖ６通信活用業務は、既に接続約款に規定済みの「ルーティング伝送

機能」を利用するものとして、２００６年９月に申請されました。 

これに対し当社は、既に規定済みの「ルーティング伝送機能」では想定していない接

続形態ではないかと指摘しましたが、同年１１月にそのまま認可されました。 

その後２００７年１月に、ＮＴＴ東・西の接続約款の「ＩＰ通信網に係る収容局ルータの

標準的な接続箇所に係る規定の整備」が、表現の明確化であり、諮問を要さない軽微

な変更であるとの理由から、パブリックコメントにかけられず実施され、ＮＴＴ東・西間ＩＰｖ

６通信活用業務が開始されました。 

 

 

 以上 


